

平成11年版 大阪労働白書 の概要

─ホワイトカラーと労働者派遣の現状と今後─


　

【要約】 

第１部　ホワイトカラー労働者の雇用の現状と今後の方向

◆ホワイトカラー労働者をめぐる状況（第１章）
　総務庁「労働力調査」によれば、1998年のホワイトカラー労働者は3,284万人に上り、ホワイトカラー比率（ホワイトカラー労働者数の就業者総数に占める割合）は、50.4％と半数を占めている。
　次に、労働者人口を年齢階層別にみると、60歳以上は1998年で924万人（13.6％）であったが、労働省職業安定局の推計（1997年６月）によると、2015年には1,350万人（20.6％）と労働力人口の２割を超えると予想されている。一方、30～59歳では、4,238万人（62.4％）から4,110万人（62.7％）に、15歳～29歳は1,631万人（24.0％）から1,100万人（16.8％）に、それぞれ減少することが予測されている。
　また、産業構造の変化についてみてみると、労働省雇用政策研究会の推計では、2010年には産業別就業者数でサービス業が占める割合は全体の約34％であり、20年の間に８％も拡大すると予測されている。
◆ホワイトカラー労働者の雇用の現状（第２章）
　ホワイトカラー労働者の雇用の現状と課題を把握し、ホワイトカラー労働者が今後より充実した職業生活を送るための方策及び企業の活性化のための方策について検討するため、企業（回答1,152社）及び労働者（回答585人）を対象としたアンケート調査を行った。
（１）ホワイトカラー労働者数の変化
（ア）ホワイトカラーの正社員数と非正社員数
　事業所に対し、ホワイトカラー正社員数及びホワイトカラー非正社員数（パートタイマー、派遣社員、嘱託社員、契約社員）は、５年前と比べてどのようになっているか、また、５年後どのようになると予想しているかをきいたところ、５年前、５年後とも「正社員」では減少（「かなり減少」＋「やや減少」）が増加（「かなり増加」＋「やや増加」）を上回っているのに対し、「非正社員」では、「パートタイマー」「派遣社員」「嘱託社員」「契約社員」のすべてで増加が減少を上回っていた。
　次に、実際に各事業所においても、正社員の代わりに非正社員を雇い入れているのかどうかの実態をさぐるために、正社員数の増減（５年前との比較）と派遣社員数の増減（５年前との比較）のクロス集計を行った。
　それによると、派遣社員数が「かなり増加」としたのは、正社員数が「かなり減少」とした事業所（7.4％）よりも「かなり増加」とした事業所（14.4％）の方が多かった。逆に、派遣社員数が「かなり減少」としたのは、正社員数が「かなり増加」とした事業所（3.8％）よりも「かなり減少」とした事業所（8.0％）の方が多かった。
　今回の調査結果でみるかぎり、正社員数を減少させ、派遣社員を増加させるという、いわゆる正社員の派遣社員での代替といった傾向はそれほど強くみられなかった。
（イ）ホワイトカラー正社員の過不足状況
　事業所に、現在のホワイトカラー正社員の過不足状況についてきいたところ、事業所全体では、「適当」が537社（46.6％）、「過剰」（「過剰」＋「やや過剰」）が422社（36.7％）、「不足」（「不足」＋「やや不足」）が126社（10.9％）となっていた。
　また、これを職種別でみると、すべての職種で適当が最も多くなっているが、「営業・販売部門」と「専門・技術部門」で不足が過剰が上回っているのに対し、「管理職」と「事務部門」では過剰が不足より多くなっており、年齢別でみると、すべての年齢層で適当が最も多くなっているが、過剰の占める割合は「29歳以下」では8.5％、「30～39歳以下」では10.3％、「40～49歳以下」では31.5％、「50～59歳以下」では46.3％、「60歳以上」では20.9％と40歳になると急激に過剰が多くなっていた。
（２）ホワイトカラー労働者の処遇（雇用管理）
（ア）人事考課制度
（a）人事考課制度の見直しの理由
　人事考課制度の見直しを行った、または今後行う予定があると回答した事業所（776社）に、人事考課制度を見直した（見直す）理由をきいたところ（複数回答）、「能力・業績主義を強く打ち出すため」533社（68.7％）が最も多く、次いで「公平、公正な処遇を実現するため」510社（65.7％）が多かった。
（b）希望する人事考課
　労働者にどのような人事考課を希望するかきいたところ（複数回答）、「人事考課の基準を公表してほしい」265人（45.3％）が最も多く、次いで「人事考課は絶対考課で行ってほしい」179人（30.6％）、「人事考課の結果を従業員に教えてほしい」178人（30.4％）などとなっていた。
（イ）人事処遇（賃金と昇進・昇格）
（a）年功主義と能力主義
　事業所に、自社の人事処遇の実態は「年功主義的」と思うか「能力主義的」と思うかをきいたところ、賃金については「年功主義的」（「非常に年功主義的」＋「基本的に年功主義的」）が581社（50.5％）であったのに対し、昇進・昇格については「能力主義的」（「非常に能力主義的」＋「基本的に能力主義的」）が586社（50.9％）となっていた。
（b）処遇の公正度
　労働者に対し、現在の勤務先において「賃金」及び「昇進・昇格」に関する処遇が公正になされているかどうかきいたところ、「賃金」も「昇進・昇格」も公正（「非常に公正」＋「まずまず公正」）が過半数を超えたが、「賃金」（61.7％）の方が「昇進・昇格」（50.9％）よりも公正度が高かった。
　これを男女別にみると、「賃金」については、公正に行われていると思っている割合が、男女で64.6％、女性で56.1％となっているのに対し、「昇進・昇格」では男性で55.8％、女性では37.1％となっており、とりわけ「昇進・昇格」において公正度に差があった。
　また、不公正に行われていると思っている割合（「全く公正でない」＋「あまり公正でない」）は、男性が賃金、昇進・昇格とも「30歳代」をピークに年齢が高くなるにしたがって低くなっているのに対し、女性は賃金、昇進・昇格とも「30歳代」を除いて、年齢層が高くなるにしたがって高くなっていた。
（c）処遇が公正に行われていない理由
　賃金に関する処遇が公正に行われているとは思わないと回答した労働者（154人）と昇進・昇格が公正に行われているとは思わないと回答した労働者（193人）にその理由をきいたところ（２つ回答）、ともに「能力や業績の評価が主観的に行われているから」（46.1％、46.6％）が最も多く、次いで「能力や業績の評価制度が確立していないから」（42.2％、35.2％）となっていた。
（d）仕事の満足度
　労働者に現在の仕事に満足しているかどうかをきいたところ、「満足している」（「十分満足していない」＋「ある程度満足している」）が72.6％、「満足していない」（「まったく満足していない」＋「あまり満足していない」）が19.0％となっていた。
　また、処遇の公正度と仕事の満足度について、質問間のクロス集計を行ったところ、「賃金」、「昇進・昇格」とも公正度が低くなるほど仕事の満足度も低くなっていた。
（３）ホワイトカラー労働者の能力開発
（ア）求められている職業能力と身につけたい職業能力
　職業能力の開発について、事業所に対しては、「どのような職業能力をもったホワイトカラー正社員を現在特に必要としているか」を、また、労働者に対しては、「どのような職業能力を身につけたいか」をきいた（優先順位をつけて３つ回答）。１位を３点、２位を２点、３位を１点として、合計した結果は次のとおりである。
　事業所、労働者とも「特定分野の専門的知識・能力」が最も多く、以下事業所では「新規企画や経営戦略の立案能力」や「複数の分野にわたる知識・能力」などが多く、労働者では「複数の分野にわたる知識・能力」、「情報収集・処理能力」などが多くなっていた。
（イ）能力開発の有効な方法
　能力開発の有効な方法について、事業所に対しては「ホワイトカラー正社員の職業能力を高めるためには、どういった方法で教育・訓練するのが最も効果的か」を、労働者に対しては「職業能力を高めるためには、どのような方法が有効か」をきいた（優先順位をつけて３つ回答）。１位を３点、２位を２点、３位を１点として、合計した結果は次のとおりである。
　事業所、労働者とも「職場における仕事経験」が最も多く、次いで、事業所では「職場での上司や同僚との仕事に関する話し合い（職場会議を含む）」、「自己啓発」などが、労働者では「自己啓発」、「職場での上司や同僚との仕事に関する話し合い（職場会議を含む）」などが多くなっていた。
（ウ）職業能力を高めるための制度
　事業所と労働者に「ホワイトカラー正社員の職業能力を高めるためには、今後どのような制度が必要だと思うか」をきいた（優先順位をつけて３つ回答）ところ、事業所、労働者とも「個人のやる気を今まで以上に刺激する処遇制度」が最も多く、次いで、事業所では「中長期の展望に立ったキャリア形成のしくみ（職業生涯の中での仕事経験の積み重ね方）の確立」、「より充実した社内の教育・研修・訓練制度」などが多く、労働者では「中長期の展望に立ったキャリア形成のしくみ（職業生涯の中での仕事経験の積み重ね方」、「個人の希望を取り入れた業務分担・職場配置」などが多くなっていた。
（エ）外部教育・訓練機関の利用
　事業所に教育・訓練を実施するにあたり、外部の教育･訓練機関を利用しているかをきいたところ、利用したことがある事業所は918社（79.7％）で、利用したことがない事業所は172社（14.9％）となっていた。
（オ）ビジネス・キャリア制度の活用
　事業所に「ビジネス・キャリア制度を採用選考や人事処遇において活用しているか」、または「活用する予定があるか」をきいたところ、「現在活用している」が62社（5.4％）、「現在活用していない」が1,009社（87.6％）となっていた。
　また、今後の活用については、積極的な事業所が550社（47.7％）、消極的な事業所が521社（45.2％）となっていた。
（４）ホワイトカラー労働者の定着と労働移動
（ア）ホワイトカラー正社員の定着
　事業所にホワイトカラー正社員の定着に対する考え方をきいたところ、「自社での仕事経験が重要なため、できれば定年まで自社に定着してもらいたい」が495社（43.0％）、「自社での仕事経験が重要なため、できれば50歳くらいまでは自社に定着してもらいたい」が308社（26.7％）、となっており、合わせて約７割の事業所が定年又は50歳くらいまで自社に定着してほしいと考えていた。
（イ）転職とキャリア形成
　転職とキャリア形成の関係をみるため、労働者に仕事を通した能力開発の有効な方法についてきいたところ、ひとつの会社の中で仕事を経験することが有効と考える労働者が419人（71.6％）となっているのに対し、転職して複数の会社で仕事を経験することが有効と考える労働者が148人（25.3％）となっていた。
（ウ）ホワイトカラー正社員の採用方法
　労働移動をめぐる環境の変化をみるため、事業所にどのような方法（学卒定期採用中心か、中途採用中心か）でホワイトカラー正社員を採用しているかをきいたところ、「事務部門」、「営業・販売部門」、「専門・技術部門」のいずれも学卒定期採用中心が５割前後、中途採用中心が２割前後であり、最近５年間、今後５年間とも、採用方法に大きな変化を認めることはできなかった。
◆課題と今後の取組のあり方（第３章）
（１）ホワイトカラー労働者の処遇（雇用管理）について
（ア）能力・業績主義導入にあたっての配慮
　アンケート調査結果をみると、約半数の企業において、人事考課制度を「能力・業績主義を強く打ち出す」方向で見直す動きが見られる。これまで年功的な処遇制度のもとで働いてきた中高年齢者について、急激かつ極端な能力・業績主義を導入すれば、社員全体の士気の低下につながる可能性もあることから、生涯賃金、長期的な貢献度のバランス等を鑑み、能力・業績主義導入にあたっては一定の配慮が必要である。
（イ）公正で客観性、透明性のある人事評価制度の確立
　今後、能力・業績主義的な人事労務管理制度がさらに広まり、それが有効に運用されるためには、労働者の納得を得ることが重要である。このため、企業は、公正で客観性、透明性のある人事評価制度を確立するとともに、人事評価の基準と結果を個々の労働者に伝え、それについて話し合う場を設けることが必要である。加えて、とりわけ人事労務管理に関する情報が得にくい中小企業に対しては、行政としても様々な人事労務管理制度の事例の紹介などに努めることが必要である。
（ウ）中長期のキャリア形成を見据えた仕事の配分
　アンケート調査結果によれば、職場配置や職務分担のルールのあいまいさが、処遇の公正感、仕事に対する不満を生み出している。
　中長期のキャリア形成にあたっては、どのような仕事を経験するか、またそれをどう積み重ねていくかということが重要である。このため、中長期のキャリア形成を見据えた仕事の配分が行われることが望まれる。
（エ）個人重視の処遇の実施
　アンケート調査結果によると、女性は、賃金に関してはほぼ男性と同様の程度で公正だと思っているが、昇進・昇格に関しては不公正と思う層が多くなっており、しかもその比率は男性とは逆に年齢層が高くなるほど上昇している。
　女性が、男性と比べてキャリア形成を前提とした仕事配分がなされず、その能力が十分に発揮されていないとすれば、企業においても社会においても大きな損失である。このため、社会的、文化的に作られた性差（ジェンダー）にとらわれず、個人を重視し、能力や意欲に応じた配置や昇進・昇格などを行うことが重要である。
（オ）ホワイトカラー非正社員の雇用管理の改善
　アンケート調査結果から、今後、パートタイマーや派遣社員などのホワイトカラー非正社員の増加が予想される。このため、とりわけ基幹労働力として就業している正社員については、就業実態に応じた労働条件の確保や能力開発の機会の提供など、雇用管理の改善を図っていく必要がある。
（２）ホワイトカラー労働者の能力開発について
（ア）能力開発機会の確保と提供
　アンケート調査結果によると、教育・訓練の方法として企業はＯＪＴを中心とした企業内訓練が効果的であると考えているが、とりわけ中小・零細企業においては時間的・経済的制約や指導者不足などにより、独自では専門的な教育訓練が行いがたい状況にある。このため、行政としては事業主や事業主団体が行う職業訓練に対し技術的・経済的支援を行うとともに、民間との役割分担を図りつつ、公共職業能力開発施設等においてはホワイトカラー労働者向けの訓練機会の充実を図ることが必要である。
（イ）自己啓発に対する支援
　労働者が職業生涯を考える上でも、企業が求める創造性豊かな人材を育成する上でも、労働者が自らの職業能力に関心を持ち、その向上を図っていくという主体的な取組は非常に重要である。しかし、企業と労働者のニーズの食い違いや、短期的に業務上の成果が上がらない等の理由から、自己啓発のための条件整備は十分だと言いがたい状況にある。このため、行政においては、日時と場所に配慮した労働者が受講しやすい訓練機会を提供するとともに、教育訓練休暇を付与した事業主や教育訓練費を負担した個人に対し財政的支援を行うなど、自己啓発のための条件整備を図っていく必要がある。
（ウ）能力開発の動機づけ
　個人が自らの職業能力高めるためには、動機づけが重要であることから、企業においては、労働者に対し、求める能力の提示と能力開発機会の提供を行うとともに、その成果を積極的に評価し、処遇に反映させることが必要である。
（エ）能力評価制度の整備と普及
　ホワイトカラー労働者の能力評価が社内外で客観的に行われていないという状況は、適切な処遇や円滑な労働移動を阻害する。このため、ビジネス・キャリア制度の活用促進を図るなど、社会全体としてホワイトカラー労働者の能力評価制度の整備と普及を進めていく必要がある。
（３）ホワイトカラー労働者の定着と労働移動について
（ア）雇用の維持・安定
　アンケート調査結果では、４割弱の企業が、ホワイトカラー正社員について過剰感を示しているにもかかわらず、約７割の企業が、定年又は50歳くらいまで自社に定着してほしいと考えている。このため、行政としても、雇用の維持・安定を図るため、雇用調整助成金の機動的な運用などを実施していく必要がある。
（イ）失業なき労働移動に対する支援
　現在、厳しい経済情勢ではあるが、産業成長分野においては一定の雇用創出が期待される。このため、労働者の能力再開発も支援しつつ、失業なき労働移動が円滑に進むよう、公共職業安定所を中核に、労働力需給調整機能を強化していくことが必要である。
（ウ）転職が不利とならない雇用制度の確立
　労働者の職業生活の充実、企業の活性化を図るためには、多様な働き方を選択できることが重要であることから、転職が不利とならない雇用制度を確立していくことが必要である。

第２部　労働者派遣事業の実態と派遣労働者の就労状況

◆府内の労働者派遣の現状（第１章）
（１）派遣元事業所数の推移
　府内の許可・届出受理されている派遣元事業所数は、昭和61年の法施行後一貫して増加しており、平成10年３月１日現在1,557事業所となっている。そのうち、登録型や臨時・日雇の労働者などを派遣する一般労働者派遣事業を行う派遣元は438事業所、常用雇用労働者だけを派遣する特定労働者派遣事業を行う派遣元は1,119事業所となっている。
（２）派遣先数の推移
　府内の派遣先件数は、平成４年度以降減少していたが、平成８年度はやや増加し、２万6,753件となっている。
（３）派遣労働者数の推移
　府内の派遣労働者数は、平成5年度から６年度にかけて減少したが、その後は増加傾向を示し、平成８年度は10万583人となっている。
◆派遣元事業所の状況（第２章）
　府内の労働者派遣事業の実態と派遣労働者の就労状況を把握するため、府内の派遣元事業所を対象としたアンケート調査を行った（回答325社）。
（１）派遣労働者数の増減
　過去３年間における派遣労働者数の増減をきいたところ、特定労働者派遣事業所では、常用雇用型派遣労働者数は「増減なし」が最も多かったが、ＤＩ（増加したとする事業所の割合から減少したとする事業所の割合を引いたもの）をみると、増加が減少を4.3ポイント上回っていた。一方、一般労働者派遣事業では、登録型派遣労働者数は「やや増加した」が最も多く、ＤＩも増加が減少を40.4ポイント上回っていた。
　また、今後３年間における派遣労働者数の増減についてきいたところ、特定労働者派遣事業所では、常用雇用型派遣労働者は「増減なし」が最も多かったが、ＤＩをみると増加が減少を10.7ポイント上回っていた。一方、一般労働者派遣事業所では、登録型派遣労働者は「やや増加する」が最も多く、ＤＩも増加が減少を44.8ポイント上回っていた。
（２）派遣労働者の応募状況
　派遣労働者になりたいと応募してくる人の中で、最近目立って増えてきているのはどのような層かをきいたところ、性別では「女性」（56.9％）が、「男性」（28.6％）を大きく上回っている。また年齢別では、「25～29歳」（27.7％）が最も多く、次いで「20～24歳」と「30～34歳」が16.0％となっており、キャリア別では、「自発的転職者」（29.2％）が最も多く、次いで「リストラ・倒産等による離職者」（15.4％）、「新規学卒者」（12.9％）などとなっている。
（３）派遣先事業所数とその増減
　派遣元が現在派遣契約を締結している派遣先事業所数をきいたところ、一般労働者派遣事業所では、10社以上と派遣契約を締結しているところが55.7％を占めていたのに対し、特定労働者派遣事業所では１社としか派遣契約を締結していないところが43.6％となっている。
　過去３年間に派遣契約を締結していく派遣先事業所数はどのように変化したのかきいたところ、一般労働者派遣事業所では、増加したが55.7％となっているのに対し、特定労働者派遣事業所では、17.2％で、「増減なし」が53.6％と過半数を占めている。
（４）派遣労働の業務内容
　派遣元が雇用している又は派遣元に登録している派遣労働者が多い業務と、派遣先から派遣の要望の多い業務を、派遣元に、政令で定める26業務から上位３位まで順位を付けて選んでもらったところ、いずれも多い順に「ＯＡ機器操作」、「ソフトウェア開発」、「ファイリング」となっている。
　また、平成10年12月現在は派遣の適用対象業務とされていない業務で、将来は派遣を行いたいと考えている業務をきいたところ（複数回答）、「営業・販売（テレマーケティング、セールスエンジニアリングの営業を除く）」が33.5％と最も多く、次いで「一般事務」（28.6％）、「総務」（16.9％）などとなっている。
（５）派遣契約の期間
　派遣契約の期間について最も多いものをたずねたところ、「６か月超１年以下」が35.4％と最も多く、次いで「１年超」（26.5％）、「３か月超６か月以下」（22.8％）などとなっている。
（６）教育訓練の状況
（ア）教育訓練が必要な派遣労働者の場合
　雇入れまたは登録時に教育訓練が必要と思われる派遣労働者の割合をきいたところ、「90％以上」と回答した事業所が23.1％と最も多く、次いで「10％未満」（20.9％）、「10～29％」（20.6％）などとなっている。
（イ）教育訓練の実施状況
　教育訓練の実施状況をきいたところ、「無料の教育訓練のみを実施している」とする事業所が、６割強（62.5％）を占めており、次いで「有料および無料の教育訓練を実施している」（27.4％）、「いずれも実施していない」（6.5％）、「有料の教育訓練のみを実施している」（2.5％）となっている。
（ウ）教育訓練の実施内容
　教育訓練を実施している派遣元事業所に、その訓練内容はどのようなものかきいたところ（複数回答）、最も多かったのは「コンピュータ関連」（78.3％）であり、次いで「マナー関連」（50.0％）、ＣＡＤ関連（20.3％）などとなっている。
（７）派遣契約の中途解除
（ア）中途解除の有無
　派遣契約期間中に派遣契約を打ち切ったことがあるかどうかをきいたところ、最も多かったのは「全くない」（74.5％）で、「ほとんどない」は15.4％、「たまにある」は10.2％、「よくある」と答えた事業所はなかった。
（イ）中途解除の理由
　派遣期間中に派遣契約を打ち切ったことがある派遣元事業所に、その理由を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、最も多かったのは「派遣先の派遣労働者受入れ体制に問題があった」（38.6％）であり、次いで「派遣労働者から派遣先について苦情の申し出があった」（36.1％）、「派遣労働者と派遣先の上司・同僚との人間関係に問題があった」（26.5％）となっている。
（ウ）中途解除後の処理
　派遣期間中に派遣契約を打ち切ったときに、どのような処理をしたのかを３つまで選んでもらったところ（複数回答）、最も多かったのは「派遣労働者に他の派遣先を紹介した」（65.1％）であり、次いで「派遣労働者の側に非があったので解雇・登録抹消した」（10.8％）、「他の派遣先がみつからない等の理由で派遣労働者を解雇した」（8.4％）となっている。
（８）派遣先からの苦情
（ア）苦情の件数
　派遣先からの苦情の申し出について、派遣先１社あたり年に平均何件くらいあるかきいた。最も多かったのは「全くない」（46.2％）であり、次いで「１件程度」（39.4％）、「２件程度」（8.3％）などとなっている。
（イ）苦情の内容
　派遣先から苦情の申し出があった派遣元に、その苦情の主な内容について３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「派遣労働者の知識・技能レベルが低い」と「派遣労働者の勤務態度に問題がある」が53.1％で最も多く、次いで「派遣労働者の士気が低い」（29.1％）となっている。
（９）派遣労働者からの苦情
（ア）苦情の件数
　派遣労働者からの苦情の申し出は１人あたり年に平均どれくらいあるかきいたところ、最も多かったのは「全くない」（47.4％）であり、次いで「１件程度」（42.8％）、「２件程度」（7.1％）などとなっている。
（イ）苦情の内容
　派遣労働者からの苦情の申し出があった派遣元に、その苦情の主な内容について３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「派遣先の上司・同僚との人間関係についてうまくいかない」が59.4％と最も多く、次いで「指揮命令者の対応が悪い」（28.8％）、「契約業務以外に雑用をさせられる」（26.5％）などとなっている。
（10）派遣労働者への要望
　派遣労働者への要望について３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「知識・技能のレベルアップをしてほしい」が64.3％と最も多く、次いで「職場への適応力を向上してほしい」（44.6％）、「仕事に対する士気を向上してほしい」（42.5％）などとなっている。
（11）派遣先への要望
　派遣先への要望について３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「派遣労働者とのコミュニケーションを強化してほしい」が40.9％と最も多く、「派遣労働者に対する指揮命令系統を明確化してほしい」（27.1％）、「派遣先責任者の教育を行ってほしい」（22.8％）が続くが、「特になし」も３割程度（28.6％）あった。
◆派遣先事業所の状況（第３章）
　府内の労働者派遣事業の実態と派遣労働者の就労状況を把握するため、派遣先事業所を対象としたアンケート調査を行った。（回答451社）
（１）従業員構成の変化
　過去３年間で派遣先事業所の従業員構成はどのように変化したかきいた。男性についてみると、正社員が減少した事業所は48.6％で、パートタイム労働者は71.6％が、派遣労働者は53.7％が「雇用していない」との回答だった。女性についてみると、正社員は51.0％の事業所で減少しており、パートタイム労働者は「雇用していない」が43.2％を占めているが、派遣労働者は44.1％で増加している。
　また、今後の従業員構成はどのように変化すると予測しているかをきいた。正社員は49.7％が減少するとしている。パートタイム労働者は「雇用しない」が39.2％、派遣労働者は「増減なし」が37.7％と最も多いが、35.7％が増加するとしている。
（２）派遣労働者の業務内容
（ア）現在受け入れている派遣労働者の業務内容
　派遣先では現在どのような業務内容に派遣労働者を受け入れているか３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「ＯＡ機器操作」（61.9％）が最も多く、次いで「ファイリング」（39.9％）、「受付・案内、駐車場管理等」（19.7％）などとなっている。
（イ）今後派遣労働者による業務処理の増加が予想される業務
　今後派遣労働者による業務処理の増加が予想される業務を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「ＯＡ機器操作」が59.4％と最も多く、次いで「ファイリング」（27.9％）、「財務処理」（13.5％）などとなっている。
（ウ）今後新たに派遣労働者を受け入れたい業務
　平成10年12月現在、労働者派遣法で認められていない業務で、今後新たに派遣労働者を受け入れたい業務をきいたところ（複数回答）、「特になし」が55.2％と最も多かったものの、31.3％の事業所が「一般事務」をあげている。
（３）派遣労働者の受入理由と評価
（ア）派遣労働者の受入理由
　派遣労働者を受け入れている理由を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「欠員補充等必要な人員が迅速に確保できるため」が58.5％と最も多く、次いで「一時的・季節的な業務量の増大に対処するため」と「雇用調整が容易なため」が34.1％となっている。
（イ）派遣労働者の評価
　派遣労働者の評価を聞いたところ、「大きな戦力となっている」（57.6％）と「少しは戦力となっている」（33.7％）を合わせると９割以上（91.3％）の事業所が、派遣労働者は戦力になっていると回答している。
（ウ）派遣労働者の受入れの問題点
　派遣労働者の受け入れてどのような問題点があったかきいたところ（複数回答）、「派遣料金が高い」が39.0％と最も多く、次いで「派遣元による派遣労働者の技能等の評価に関する情報提供が不十分である」（22.0％）、「派遣労働者と職場の上司・同僚との人間関係がうまくいかない」（17.7％）などとなっている。
（エ）派遣労働者の正社員化
　受け入れた派遣労働者を派遣期間終了後に正社員として雇用したことはあるかどうかきいたところ、「正社員として雇用したことはなく、今後も正社員として雇用することはない」と回答した事業所が59.4％と最も多く、「雇用したことはないが、今後よい人がいれば雇用したい」が22.2％、「雇用したことがあり、今後もよい人がいれば雇用したい」が12.2％、「雇用したことはあるが、今後は雇用することはない」が5.8％となっている。
（４）派遣先事業所の福利厚生制度
　７項目の福利厚生制度を派遣先に提示し、派遣労働者が利用できるかどうかきいたところ、派遣労働者も含めた「全社員が利用できる」とした割合が高い順にみると、「ロッカー」（96.2％）、「休憩室」（86.0％）、「社内行事」（64.3％）などとなっている。一方、「正社員のみ利用できる」とした割合の高い順にみると、「社内行事」（28.4％）、「宿泊施設」（27.7％）、「スポーツ施設」（16.4％）となっている。
（５）派遣契約の中途解約
（ア）中途解除の有無
　派遣先に、契約期間中に派遣契約を打ち切ったことがあるかどうかをきいたところ、７割強（70.7％）の事業所が「打ち切ったことはない」と回答し、「打ち切ったことがある」のは３割弱（29.3％）となっている。
（イ）中途解除の理由
　契約期間中に契約を打ち切ったことがある事業所に、打ち切った理由を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「派遣労働者の知識・技能が要求水準に達していなかった」が44.7％と最も多く、次いで「派遣労働者の勤務状況に問題があった」（34.8％）、「事業計画の急な変更、中止等があった」（25.8％）などとなっている。
（ウ）契約期間中に派遣契約を打ち切ったときの処理について３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「打ち切り前に予告を行った」が67.4％と最も多く、次いで「派遣で行っていた業務をもとからいる正社員で行った」（31.8％）、「他の派遣会社と派遣契約を結んだ」（23.5％）などとなっている。
（６）派遣元への要望
　派遣元への要望を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「派遣労働者のレベルアップをしてほしい」が42.8％と最も多く、「業務内容とマッチした労働者を派遣してほしい」（37.5％）、「派遣労働者とのコミュニケーションを強化してほしい」（35.9％）が続いているが、「特になし」も30.2％となっている。
（７）派遣労働者への要望
　派遣労働者への要望を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「知識・技能のレベルアップをしてほしい」が48.8％と最も多く、「仕事に対する士気を向上してほしい」（31.9％）、「職場への適応力を向上してほしい」（31.0％）が続いているが、「特になし」も26.4％となっている。
◆派遣先労働者の状況（第４章）
　府内の労働者派遣事業の実態と派遣労働者の就労状況を把握するため、派遣労働者を対象としたアンケート調査を行った（回答403人）。
（１）派遣労働者の雇用形態
　現在の雇用形態についてきいたところ、常用雇用型の派遣労働者が38.7％、登録型の派遣労働者が60.8％となっている。
（２）派遣労働者の働き方の希望
（ア）派遣という働き方を選んだ理由
　派遣という働き方を選んだ理由をきいたところ（複数回答）、「働きたい仕事内容を選べる」が41.4％と最も多く、次いで「仕事の範囲や責任が明確である」（35.2％）、「働きたい曜日や時間を選べる」（25.8％）などとなっている。
（イ）希望する派遣の形態
　希望する派遣の形態を聞いたところ、「長期の派遣契約で、できれば職場を変えずに働きたい」が64.0％であるのに対し、「短期の派遣契約で、いろんな企業で働きたい」が5.2％となっている。「特にこだわらない」も27.8％あった。
（ウ）今後希望する就労形態
　今後希望する就労形態をきいたところ、「正社員として働きたい」が44.7％、「派遣労働者として働きたい」が39.7％となっている。
（３）派遣労働者の労働条件
（ア）労働条件に対する満足度
　労働条件を７項目提示し、各項目ごとにその満足度をきいた。「満足」と「やや満足」を合わせた割合の高い順にみると、「就業開始・終了時間」（46.9％）、「休憩時間」（43.1％）、「時間外労働、休日労働」（42.0％）などとなっている。一方、「不満」と「やや不満」を合わせた割合の高い順にみると、「諸手当」（31.0％）、「賃金」（28.8％）、「福利厚生」（21.3％）などとなっている。
（イ）就業条件等の明示方法
　派遣元から仕事を紹介してもらったとき、就業条件等はどのような方法で知らされたかをきいたところ、「就業前に口頭で明示され、後に書面を受け取った」が55.3％と最も多く、次いで「就業前に書面による明示を受けた」（29.0％）となっているが、「就業前に口頭で明示されたのみ」も10.4％みられる。
（ウ）就業条件等の明示内容
　派遣元から明示された就業条件等に含まれていた項目をきいた（複数回答）。含まれていた割合の高い順にみると、「就業場所」（94.0％）、「就業時間・休憩時間」（93.3％）、「業務内容」（91.8％）となっている。一方、含まれていた割合の低い順にみると、「安全衛生に関する事項」（30.5％）、「契約解除の場合の措置」（33.5％）、「福利厚生に関する事項」（36.7％）、「苦情の申し出先」（36.7％）などとなっている。
（エ）就業条件等の明示内容と実際の内容との相違
　就業前に派遣元から明示された就業条件等の内容と実際の就業内容との間の食い違いについてきいたところ（複数回答）、「食い違う点はなかった」が約７割（70.5％）を占めている。食い違う点として比較的多かったのは「業務内容」（9.9％）であった。
（４）教育訓練の実施方法
　知能・技能のレベルアップはどのような方法で行っているかきいたところ（複数回答）、「特に行っていない」が48.4％、派遣元の教育訓練の機会などを活用して「レベルアップを行っている」が53.6％となっている。
（５）派遣の中途打ち切り
（ア）打ち切られた経験の有無
　派遣契約期間中に派遣を打ち切られたことがあるかどうかをきいたところ、90.6％が「打ち切られたことはない」と回答し、「打ち切られたことがある」は9.4％であった。
（イ）打ち切られた理由
　派遣契約期間中に派遣を打ち切られたことがある派遣労働者（38人）に、その理由を３つまで選んでもらったところ、最も多かったのは「派遣先で事業計画の急な変更、中止等があった」で22人、次いで「派遣先で正社員による欠員補充が可能となった」６人、「知識・技能のレベルが派遣先の要望と違っていた」４人となっている。
（ウ）打ち切られた後の措置
　派遣契約期間中に派遣を打ち切られたことがある派遣労働者（38人）に、派遣契約期間中に派遣を打ち切られたとき、どのような措置がとられたかについて３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「他の派遣先を紹介された」が18人で最も多く、次いで「特に何の措置もとられなかった」11人、「契約が終了するまで休業手当をもらった」３人、「教育訓練の機会を与えられた」２人となっている。
（６）派遣元及び派遣先に対する不満
（ア）不満の内容
　派遣元及び派遣先に対する不満の内容をきいたところ（複数回答）、「特になし」が45.9％と最も多く、次いで「給与等賃金関係（賃金が上がらない等）に不満を持った」（20.3％）、「契約業務以外に雑用をさせられた」（14.4％）などとなっている。
（イ）苦情の申し出先
　不満を持ったことがある派遣労働者（214人）に、不満を苦情という形で誰かに申し出たことがあるかをきいたところ（複数回答）、「誰にも申し出なかった」が35.5％と最も多く、次いで「派遣元責任者に申し出た」（28.5％）、「派遣元事業所の営業担当に申し出た」（25.7％）となっている。
（ウ）申し出た苦情の解決の程度
　不満を苦情という形で申し出た派遣労働者（138人）に、申し出た苦情はどの程度解決されたかをきいたところ、「80％以上解決した」が23.2％と最も多く、次いで「すべて解決した」17.4％となっているが、「全く解決しなかった」も21.0％となっている。
（７）派遣元への要望
　派遣元への要望を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「仕事を切らさないで提供してほしい」が45.9％と最も多く、次いで「勤続年数により賃金が上がるようにしてほしい」（40.4％）、「実力や能力で賃金が上がるようにしてほしい」（35.0％）などとなっている。
（８）派遣先への要望
　派遣先への要望を３つまで選んでもらったところ（複数回答）、「特になし」が44.4％と最も多く、次いで「社員に派遣制度のことを周知してほしい」（18.6％）、「有給休暇をとりやすくしてほしい」（16.9％）などとなっている。
◆法制度や施策に対する期待（第５章）
　労働者派遣事業に関して、今後どのような法制度や施策を期待するかを選択肢の中から３つまで選んでもらう形できいたところ、派遣元では、「派遣の適用対象業務を拡大してほしい」（47.7％）、「許可・届出等の手続きを簡素化してほしい」（44.6％）、「派遣期間の上限を緩和してほしい」（43.1％）、「公的な教育訓練施設・助成制度を充実してほしい」（30.8％）の４項目が、派遣先では、「派遣の適用対象業務を拡大してほしい」（48.3％）が、派遣労働者では、「公的な教育訓練施設・助成制度を充実してほしい」（32.0％）が多かった。

第３部　大阪労働経済の動向

◆労働経済の動向（第１章）
　平成10年のわが国の経済は、金融機関の相次ぐ破綻による金融システムへの信頼低下に企業倒産の増加やリストラ等による雇用不安が重なり、消費や設備投資、住宅投資が減少する等非常に厳しい状況となった。
　雇用情勢をみると、完全失業率が過去にない高水準で推移し、有効求人倍率も過去最低を記録するなど、雇用失業情勢は極めて厳しい局面を迎えている。　平成10年の大阪の雇用情勢をみると、有効求人倍率は平成10年平均で0.39倍（全国0.53倍）と前年から0.19ポイント低下（全国0.19ポイント低下）し、過去最低となっており、また近畿の完全失業率は4.9％（全国4.1％）と前年より0.9％上昇し、過去最高となっている。
◆労働市場の動向（第２章）
　平成10年10月１日現在の大阪府の人口は883万2,606人（男性433万276人、女性450万2,330人）と、前年に比べ9,295人増加（0.1％増）した。
　大阪府の労働力人口は男性が289万3,478人、女性が176万5,245人、労働力人口比率は男性が79.6％、女性が46.1％となっている（平成７年）。
　府内の雇用者の推移を「常用雇用指数」（平成７年の常用労働者＝100）からみると、平成10年は97.7（規模30人以上）と対前年比0.2％減となっている。
◆求人・求職の状況（第３章）
　平成10年の府内の新規求人数は、前年比12.8％減、新規求職者数は同22.5％増と大幅な増加となり、有効求人倍率は0.39倍と前年より0.19ポイント低下した。年齢階層別の有効求人倍率は、「24歳以下」で0.54倍、「25～34歳」で0.44倍、「35歳～44歳」で0.64倍、「45～54歳」で0.23倍、「55歳以上」で0.07倍と各階層とも前年より低下した。
　新規求人に対する充足数は前年に比べ4.5％増であり、新規求人数が前年比で12.8％の減少となったため、平成10年の新規求人の充足率は31.7％と前年より5.2ポイント上昇した。
◆新規学卒者の進路状況（第４章）
　平成10年３月の府内の中学校卒業者のうち就職者は1,900人と前年より2.5％減少し、離職率は2.0％で過去最低となっている。
　また、平成10年３月の府内の高等学校卒業者のうち就職者は16,046人と前年より13.5％減少し、離職率は17.7％となっており、過去最低を記録した。
　府内４年制大学卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成10年３月で男性の就職率が69.0％（前年比2.5ポイント減）、女性の就職率が63.8％（前年比1.2ポイント増）となっている。
　また、府内短期大学の卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成10年３月で男性の就職率が44.5％（前年比1.9ポイント減）、女性の就職率が64.6％（前年比0.1ポイント減）となっている。
◆女性労働者の雇用動向と職業生活・家庭生活との両立（第５章）
　府内における女性の就業者数は166万6,720人（平成７年）であり、平成２年と比べると約８万人増加している。
　また、府内の女性雇用者の産業別就労状況は、「サービス業」に従事する者が33.0％と最も多く、次いで「卸売・小売業、飲食店」が29.7％となっている。
　平成10年の府内の女性常用労働者の平均賃金は25万3,165人（平均年齢33.9歳）、男性常用労働者の平均賃金は40万878円（平均年齢39.7歳）で、平均年齢、平均勤続年数、所定外給与総額が異なるため単純に比較できないが、女性の平均賃金は男性の約63％に相当する。
◆パートタイム労働者等の雇用動向（第６章）
　週間就業時間が35時間未満の短時間雇用者（非農林業）は、平成10年には全国で1,113万人（うち女性は756万人）で雇用者総数に占める割合は21.2％で前年（21.1％）より0.1ポイント増加した。
　府内の平成10年のパートタイム労働者の新規求人倍率は1.81倍と前年（2.35倍）に比べ0.54ポイント低下した。
　また、府内の平成10年の女性パートタイム労働者の時給は平均で927円（前年918円）であった。
◆高年齢者の雇用就業動向（第７章）
　府内企業のうち、定年後の再雇用・勤務延長のある企業は60.4％であるが、希望者全員を対象とする65歳以上までの継続雇用制度導入企業は17.6％である。
　府内の高年齢者（55歳以上）の有効求人倍率は、平成10年10月時点で0.07倍（前年0.12倍）と最悪の水準にあり、府内年齢計の有効求人倍率（0.34倍）に比べても低水準で、高年齢者の就職は厳しい状況が続いている。
　また、府内36のシルバー人材センターの会員数は合計３万6,626人となっている（平成11年３月末現在）。
◆障害者の雇用動向（第８章）
　「障害者の雇用の促進等に関する法律」により障害者の雇用義務がある大阪府内の企業の障害者実雇用率は1.50％（平成10年６月１日現在）と前年と同率になっているが、法定雇用率の1.6％を下回っている状況にある。また、府内法定雇用率未達成企業の割合は49.7％であった。
　また、全体の常用労働者数は前年に比べて減少しており、障害者の雇用数も２万9,388人と前年に比べて308人減少（1.0％減）した。
　なお、平成10年７月１日から知的障害者を含む障害者雇用率が1.8％（民間企業）となった。
◆日雇労働者の雇用動向（第９章）
　平成10年度の府内における日雇労働者の有効求職者数（月平均）は18,991人で前年度比0.4％減であり、また、日雇労働者の就労者延数（月平均）は42人で前年度比23.0％減であった。
　平成10年度の(財)西成労働福祉センターにおける日雇労働者への就労あっせん数（日々雇用）は、58万3,610人と前年比24.8％減で平成７年度の約半数に落ち込んでおり、地区日雇労働者は厳しい就労環境に置かれている。
　日雇労働被保険者手帳の交付者数（平成10年度）は１万8,850人であり、前年度に比べ4.8％減となっている。
◆外国人労働者の雇用動向（第10章）
　府内における外国人登録者数は20万9,603人（全国148万2,707人）と東京に次いで全国２位となっている（平成９年末現在）。また、都道府県別総人口（平成９年10月１日現在）に占める割合では大阪が2.38％と全国で最も高くなっている。
　労働省の「外国人雇用状況報告制度」の調査結果によれば、平成10年６月現在、大阪府内の外国人労働者数（わが国で永住を認められている外国人は含まれない）は延べ6,420人で全国第９位となっている。
　また、大阪府内の不法就労の摘発状況は平成９年が3,384人と４年連続で減少（前年比7.1％）した。
◆労働条件（第11章）
　平成10年府内の常用労働者の平均賃金（定期給与総額）は36万703円と、前年に比べ0.4％減少した。企業規模別格差をみると、「500人以上の規模」の事業所の平均給与総額を100とした場合、「30～99人規模」88.9（前年88.2）、「100～499人規模」90.8（前年89.2）となっており、それぞれ若干縮小した。産業別では、所定内給与総額の最も高いのが「建設業」（37万2,367円）で、逆に最も低いのが「運輸・通信業」（31万5,328円）となっている。
　平成９年年末一時金の平均支給額は70万8,996円（前年比3.1％減）、平成10年夏季一時金の平均支給額は64万1,040円（前年比6.3％減）とともに前年に比べ減少した。
　平成10年の府内事業所の労働者の年間総実労働時間は、1,843時間と、前年に比べ16時間減少した。また、所定外労働時間は、120時間で、前年より12時間減少した。
　平成９年４月１日に週40時間労働制が全面適用となったが、週所定内労働時間「40時間」を達成した企業の割合は91.1％（前年比0.2ポイント減）となっている。
　また、府内における週休２日制を実施している企業の割合は87.2％（前年比2.9ポイント減）となっている。
　府内常用労働者の年休の取得率（平成９年８月１日～平成10年７月31日）は53.2％（前年比9.3ポイント減）で、平均取得日数は9.4日（前年11.2日）となっている。
◆職業能力開発（第12章）
　平成10年度の高等職業技術専門校等における普通職業訓練の普通課程は、22訓練科・修了者383人であり、普通職業訓練の短期課程は、19訓練科・修了者567人であった。在職者訓練であるテクノ講座には、199コース3,610人が受講した。
　障害者の職業訓練を実施している大阪障害者職業能力開発校及び芦原高等職業技術専門校では、９訓練科、修了者122人であった。
　知事が認定する企業内職業能力開発「認定職業訓練」の実績は、96件２万5,451人となっている。
　生涯能力開発給付金の支給対象者数は延べ11万8,788人であり、支給額は18億8,369万円であった。
　また、平成10年度の技能検定の府内の合格者数は5,608人、累計では12万8,544人となった。
◆雇用保険・労災保険（第13章）
　平成10年度における府内の雇用保険の適用状況は、適用事業所数16万8,539所（前年度比1.1％増）、一般被保険者数308万4,006人（同1.7％減）となっている。基本手当の受給者実人員は月平均８万3,669人（前年度比19.7％増）、基本手当支給額は1,645億円1,297万円（同22.8％）で、前年度に比べ大幅に増加した。
　平成９年度の府内の労災保険の雇用労働者数は397万2,821人で、前年度比2.6％増となっている。また、支払件数は43万2,159件、前年度比5.6％増となっており、労災保険の府内給付額は約407億５千万円となっている。
　なお、府内の死亡災害（平成10年）は97人と、前年比38人減となった。
◆労使関係（第14章）
　府内の労働組合の組織状況は、平成10年６月30日現在で6,079組合（対前年比1.3％増）、組合員数は100万9,521人（同2.0％減）となった。また、推定組織率は20.4％（前年比0.3ポイント減）となり、同組織率が明らかである昭和50年以降で最低を更新する結果となった。
　平成10年春闘の府内加重平均妥結額は7,952円（前年比739円減）、率は2.64％（同0.30ポイント減）となった。
　平成10年の夏季一時金の単純平均妥結額は62万9,445円（2.24か月）、年末一時金の単純平均妥結額は64万3,891円（2.28か月）であり、ともに前年を下回る結果となった。
　また、大阪府地方労働委員会に新規に係属した平成10年の調整事件は62件（前年比16件増）で、不当労働行為の救済申立て件数は95件（前年比18件増）であった。新規の審査事件の内容では、「団体交渉拒否（２号事件）」が最も多く、69件となっている。
　大阪府労働部が受けた平成10年度の労働相談件数は10,408件（前年度比28.8％増）と初めて１万件を超え、「労働条件に関する相談」が6,327件と最も多く、「セクシュアル・ハラスメントに関する相談」も268件となっている。

